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（注）１ 当社の連結財務諸表は、米国会計基準に基づいて作成しております。 

２ 収益及び売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 売上高は日本の会計慣行に従って表示しております。 

４ 第89期における潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益については、当該持分法適用関連会

社が発行する転換権付優先株式が逆希薄化効果を有するため、基本的１株当たり当社株主に帰属する当期純利

益と同額にて表示しております。 

５ 百万円単位で表示している金額については、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

６ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載してお

りません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第89期 

第２四半期 
連結累計期間 

第90期 
第２四半期 
連結累計期間 

第89期 

会計期間 
自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日 

自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日 

自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 

収益 

（第２四半期連結会計期間） 
（百万円）

 

 

2,172,101

(1,135,912)

 

 

2,592,630

(1,349,898)
 4,579,763

売上高 

（第２四半期連結会計期間） 
（百万円）

 

 

6,115,504

(3,079,790)

 

 

6,959,416

(3,643,365)
 12,551,557

売上総利益 （百万円）  449,471  484,664  915,879

法人税等及び 

持分法による投資損益前利益 
（百万円）  



当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、第１四半期連結会計期間において、食料セグメントのDole International Holdings

(株)を、主要な関係会社としております。 

  

２【事業の内容】
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〔当第２四半期連結会計期間〕（平成25年７月１日～平成25年９月30日） 

主な黒字会社 （単位：億円）

  
取込 
比率
(％) 

取込損益（注）１ 

増減コメント 前第２四
半期連結
会計期間

当第２四
半期連結
会計期間

増減 

国内連結子会社           

日伯鉄鉱石(株)  67.5  58  59  1
販売数量は減少したものの、為替損益の改善等

によりほぼ横ばい 

(株)日本アクセス  93.8  42  40  △2
冷凍食品・日配食品の取引増加等はあったもの

の、利益率低下等により減益 

Dole International 

Holdings (株) 
 100.0  －  20  20

Dole事業取得及び取込開始（第１半期連結会計

期間より）による 

アイ・ティー・シーネットワ

ーク(株) （注）２ 
 60.3  6  36  31

当該社での資本政策実行による子会社化に伴う

再評価益を認識したことにより増益 

伊藤忠建材(株)  100.0  4  11  6

新設住宅着工増加に伴う住宅資材の販売増及び

合板価格上昇に加え、投資有価証券売却益の計

上により増益 

伊藤忠テクノソリューション

ズ(株) 
 56.6  24  19  △6

情報通信分野における減収及び競争激化に伴う

利益率低下等により減益 

伊藤忠エネクス(株)  54.0  4  11  6 主として投資有価証券売却益の計上により増益 

伊藤忠ケミカルフロンティア

(株) 
 100.0  7  9  2

営業取引が堅調に推移したことに加え、投資有

価証券売却益の計上により増益 

伊藤忠プラスチックス(株)  100.0  5  7  2
円安に伴う日系ＯＡ・家電メーカーの海外での

増産を受け、原料である合成樹脂・電材を中心

に輸出が好調に推移し増益  

(株)シーエフアイ  74.1  4  7  4
飲料及び即席麺事業が堅調に推移したことによ

り増益 
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  （注）１  取込損益には米国会計基準修正後の数値を記載しておりますので、各社が公表している数値とは異なる場合

があります。 

２ アイ・ティー・シーネットワーク(株)は平成25年10月１日にコネクシオ(株)に商号変更しております。ま

た、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間の取込損益には、当該社での資本政策実行に

よる子会社化に伴う再評価益（税効果控除後33億円）を含んでおります。 

３ 伊藤忠欧州会社の取込損益には、European Tyre Enterprise Limitedの取込損益の20.0％及びITOCHU FIBRE 

LIMITEDの取込損益の10.0％を含んでおります。 

４  (株)オリエントコーポレーションの取込損益には、付随する税効果を含めて表示しております。 

５  当第２四半期連結会計期間における黒字会社と赤字会社の区分は、当第２四半期連結累計期間における損益

により判定しております。 

   

  （単位：億円）

  
取込 
比率
(％) 

取込損益（注）１ 

増減コメント 前第２四
半期連結
会計期間

当第２四
半期連結
会計期間

増減 

海外持分法適用関連会社           

PT. KARAWANG TATABINA 

INDUSTRIAL ESTATE 
 50.0  6  8  3

販売価格の上昇及びインドネシアルピア安（対

USドル）により増益 

主な赤字会社 （単位：億円）

増減コメント 前第２四
半期連結
会け減(
半期
会け減(











① 【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決

権50個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式及び相互保有株式が次のとおり含まれておりま

す。 

伊藤忠商事株式会社 10株、サンコール株式会社 52株、タキロン株式会社 75株 

② 【自己株式等】 

  

（７）【議決権の状況】

  平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式      3,143,500
－ 

単元株式数 

100株 

（相互保有株式） 

普通株式      4,179,000
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式   1,576,294,200  15,762,942 同上 

単元未満株式 普通株式      1,272,804 － 
１単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数  1,584,889,504 － － 

総株主の議決権 －  15,762,942 － 

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名 
 又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

［自己保有株式］        

伊藤忠商事株式会社 
大阪市北区梅田 

３丁目１番３号 
 3,143,500 －  3,143,500  0.20

［相互保有株式］        

綾羽株式会社 
大阪市中央区南本町 

３丁目６番14号 
 2,100,000 －  2,100,000  0.13

サンコール株式会社 
京都市右京区梅津 

西浦町14番地 
 1,062,700 －  1,062,700  0.07

不二製油株式会社 
大阪市中央区西心斎橋

２丁目１番５号 
 808,000 －  808,000  0.05

ワタキューセイモア 

株式会社 

京都府綴喜郡井手町大

字多賀小字茶臼塚12番 

地の２ 

 89,700 －  89,700  0.01

タキロン株式会社 
大阪市北区梅田 

３丁目１番３号 
 51,900 －  51,900  0.00

株式会社中部メイカン 
岐阜県大垣市大井 

４丁目25番地の５ 
 50,000 －  50,000  0.00

ＯＣＩ株式会社 
神戸市西区高塚台 

４丁目３番地の６ 
 16,700 －  16,700  0.00

計 －  7,322,500 －  7,322,500  0.46
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第２四半期累計期間において、役員の異動はありません。 

  

２【役員の状況】
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「四半期連結財務諸表注記」参照 

    
前連結会計年度末 

（平成25年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成25年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

 短期借入金 5 435,880 537,292

 １年以内に期限の到来する長期債務 5 46,664 47,152

 営業債務 5          

支払手形   180,385 187,157

買掛金   1,288,770 1,286,644

営業債務合計   1,469,155 1,473,801

 関連会社に対する債務   42,606 34,645

 未払費用   166,714 171,997

 未払法人税等   37,758 25,785

 前受金   66,689 90,325

 繰延税金負債   574 564

 その他の流動負債 11 209,901 209,939

流動負債合計   2,475,941 2,591,500

Ⅱ 長期債務 5,11 2,447,868 2,562,530

Ⅲ 退職給与及び年金債務   36,804 45,893

Ⅳ 長期繰延税金負債   44,214 62,892

Ⅴ 契約残高及び偶発債務 14          

負債合計   5,004,827 5,262,815

（資本の部）            

Ⅰ 株主資本            

 資本金（普通株式） 9 202,241 202,241

 資本剰余金 9 113,408 113,747

 利益剰余金 9          

利益準備金   29,533 32,827

その他の利益剰余金   1,471,895 1,602,083

利益剰余金合計   1,501,428 1,634,910

 累積その他の包括損益 9,10          

為替換算調整額   △57,605 △16,821

年金債務調整額   △87,373 △85,826

未実現有価証券損益 3 99,018 108,408

未実現デリバティブ評価損益 11 △2,979 △4,272

累積その他の包括損益合計   △48,939 1,489

 自己株式 9 △2,703 △2,717

株主資本合計   1,765,435 1,949,670

Ⅱ 非支配持分 9 347,184 372,061

資本合計   2,112,619 2,321,731

負債及び資本合計   7,117,446 7,584,546
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「四半期連結財務諸表注記」参照 

（２）【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 収益            

  商品販売等に係る収益   2,006,754 2,428,899

  売買取引に係る差損益及び手数料 10,11 165,347 163,731

収益合計   2,172,101 2,592,630

Ⅱ 商品販売等に係る原価   △1,722,630 △2,107,966

    売上総利益 8 449,471 484,664

Ⅲ その他の収益（△費用）            

  販売費及び一般管理費 2,6,10 △338,445 △362,651

  貸倒引当金繰入額 4 1,056 △2,637

  受取利息   4,381 5,523

  支払利息 10,11 △11,696 △12,198

  受取配当金   7,552 8,704

  投資及び有価証券に係る損益 2,3,10 12,020 36,074

  固定資産に係る損益   △2,638 756

  その他の損益 10,11 4,791 6,363

その他の収益（△費用）合計   △322,979 △320,066

  法人税等及び持分法による投資 
   損益前利益 

  126,492 164,598

Ⅳ 法人税等（△費用）   

 当期税金   △39,023 △42,785

 繰延税金 2 2,534 △14,632

法人税等（△費用）合計 10 △36,489 △57,417

  持分法による投資損益前利益   90,003 107,181

Ⅴ 持分法による投資損益 8 62,488 66,884

  四半期純利益   152,491 174,065

Ⅵ 非支配持分に帰属する四半期純利益 10 △10,244 △8,948

   当社株主に帰属する四半期純利益 8 142,247 165,117

    
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（円） 金額（円） 

基本的１株当たり 
当社株主に帰属する四半期純利益  

7 90.00 104.47

潜在株式調整後１株当たり 
当社株主に帰属する四半期純利益  

7 89.96 104.02
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当社は、当四半期連結財務諸表を米国会計基準（注）に基づいて作成しております。 

当四半期連結財務諸表が準拠している用語、様式及び作成方法と、本邦の四半期連結財務諸表規則及び四半期財務諸

表に関する会計基準（企業会計基準第12号）に準拠して作成する場合との主要な相違の内容は次のとおりであり、更に

金額的に重要性のある項目については影響額を併せて開示しております。各項目において表示されている影響額は、特

に記載のない限り、本邦の四半期連結財務諸表規則及び四半期財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第12号）に準

拠した場合の「法人税等及び持分法による投資損益前利益」（以下、「税引前利益」という。）に対する影響額であ

り、「当社株主に帰属する四半期純利益」に対する影響額ではありません。なお、米国会計基準に準拠して作成した四

半期連結財務諸表の税引前利益が、本邦の四半期連結財務諸表規則及び四半期財務諸表に関する会計基準（企業会計基

準第12号）に準拠して作成した場合の税引前利益を上回る場合には、当該影響額の後に「（利益）」と記載し、下回る

場合には「（損失）」と記載しております。 
  

（注）米国会計基準は、"FASB Accounting Standards Codification™"（以下、「ASC」という。）により体系化され、

新たに発行または改訂される基準については、"Accounting Standards Updates"（以下、「ASU」という。）として公

表されております。参照基準の記載にあたっては、ASC体系において規定されるトピック番号を記載しております。 

  

（1）構成 

当四半期連結財務諸表は、当四半期連結会計期間末における四半期連結貸借対照表、当四半期連結累計期間及び

当四半期連結会計期間における四半期連結損益計算書、四半期連結包括損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記から構成されております。 

（2）四半期連結損益計算書の様式 

当社の四半期連結損益計算書は、米国における一般的な連結損益計算書様式の一つである一段階形式（シング

ル・ステップ）により表示しております。 

売上高及び営業利益は、日本の会計慣行に基づいた指標であるため、当四半期連結損益計算書には記載しており

ません。当該売上高は、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間において、それぞれ6,115,504

百万円及び6,959,416百万円であり、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において、それぞ

れ3,079,790百万円及び3,643,365百万円です。当該営業利益は、四半期連結損益計算書における「売上総利益」、

「販売費及び一般管理費」、及び「貸倒引当金繰入額」を合計したものであり、前第２四半期連結累計期間及び当

第２四半期連結累計期間において、それぞれ112,082百万円及び119,376百万円であり、前第２四半期連結会計期間

及び当第２四半期連結会計期間において、それぞれ57,524百万円及び64,827百万円です。 

  

（3）区分表示 

営業債権債務の区分表示 

通常の取引に基づいて発生した営業上の債権債務（但し、破産更生債権等で１年以内に回収されないことが明ら

かなものを除く）については、本邦会計基準では流動項目として表示しますが、当四半期連結貸借対照表では、そ

の決済期日が貸借対照表日の翌日から起算し１年を超えるものを非流動項目として区分表示しております。 

鉱業権の表示 

鉱業権は有形固定資産として表示しております。 

非支配持分の表示 

四半期連結貸借対照表において、本邦会計基準における「少数株主持分」は「非支配持分」にて表示しておりま

す。また、本邦の四半期連結財務諸表規則では、四半期連結貸借対照表を資産の部、負債の部、純資産の部に区分

し、「少数株主持分」を純資産の部の中に含めて表示することとされていますが、当四半期連結貸借対照表では、

資産の部、負債の部、資本の部に区分し、「非支配持分」を資本の部に含めて表示しております。 

  

持分法による投資損益の表示 

四半期連結損益計算書において、「持分法による投資損益」は、「法人税等」の後に独立項目として表示してお

ります。 

  

四半期連結財務諸表が準拠している用語、様式及び作成方法
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四半期純利益の表示 

四半期連結損益計算書において、「四半期純利益」は、連結グループとしての損益を当社株主に帰属する部分と

非支配持分に帰属する部分とに区分する前の損益として表示しております。一方、本邦の四半期連結財務諸表規則

における「四半期純利益」は「少数株主利益（又は少数株主損失）」控除後、すなわち連結グループとしての損益

のうち、当社株主に帰属する部分を表示するものとされています。（本邦の四半期連結財務諸表規則における「四

半期純利益」は、当四半期連結損益計算書では、「当社株主に帰属する四半期純利益」として表示しておりま

す。） 

  

（4）会計処理基準 

有価証券及び投資の評価 

有価証券及び投資の評価には、ASCトピック320「投資(債券と持分証券)」を適用し、一時的ではない減損を認識

しております。当該会計処理による税引前利益への影響額は、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累

計期間において、それぞれ5,721百万円（利益）及び3,974百万円（利益）であり、前第２四半期連結会計期間及び

当第２四半期連結会計期間において、それぞれ1,725百万円（利益）及び210百万円（利益）です。 

金銭を伴わない株式の交換 

株式の移転により取得した新株に関する金銭を伴わない交換損益は、ASCトピック325「投資(その他)」に基づ

き、その交換があった期に認識しております。当該会計処理による税引前利益への影響額は、前第２四半期連結累

計期間において88百万円（利益）でありましたが、当第２四半期連結累計期間においては発生しておらず、前第２

四半期連結会計期間において88百万円（利益）でありましたが、当第２四半期連結会計期間においては発生してお

りません。 

圧縮記帳 

有形固定資産の圧縮記帳については、圧縮記帳がなかったものとして処理しております。 

退職給与及び年金 

退職給与及び年金費用については、ASCトピック715「報酬(退職給付)」に基づき処理しております。当該会計処

理による税引前利益への影響額は、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間において、それぞれ

5,270百万円（利益）及び4,556百万円（利益）であり、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間

において、それぞれ2,635百万円（利益）及び2,278百万円（利益）です。 

また、ASCトピック715「報酬(退職給付)」に基づき、年金制度の積立状況（すなわち、年金資産の公正価額と予

測給付債務の差額）を資産または負債として認識し、数理差異残高及び過去勤務債務残高については、税効果控除

後の金額で「累積その他の包括損益」としてそれぞれ四半期連結貸借対照表で認識しております。 

新株発行費用 

新株発行に係る費用は、ASCトピック505「資本」に基づき、「資本剰余金」からの控除としております。 

延払条件付販売利益 

延払条件付販売に係る利益については、ASCトピック605「収益の認識」に基づき、すべて販売時に認識しており

ます。 

子会社の取得時における非支配持分の認識・測定 

ASCトピック805「企業結合」に基づき、新たに子会社を取得した場合、取得時における非支配持分は、当該時点

における非支配持分の公正価額にて認識・測定しております。 

子会社に対する持分比率の変動 

ASCトピック810「連結」に基づき、変動後も支配を継続する子会社に対する持分比率の変動等は、損益取引とし

て取扱わず、資本取引として認識しております。当該会計処理により、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半

期連結累計期間の四半期連結貸借対照表の「資本剰余金」は、それぞれ66百万円（増加）及び132百万円（増加）

となり、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間の四半期連結貸借対照表の「資本剰余金」は、

それぞれ924百万円（増加）及び8百万円（減少）として処理しております。 
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子会社に対する支配喪失時における残存持分の再測定 

ASCトピック810「連結」に基づき、子会社に対する支配を喪失した場合、残存持分を支配喪失時における公正価

額にて再測定し、再評価差額をその期の損益として認識しております。当該会計処理による税引前利益への影響額

は、前第２四半期連結累計期間において555百万円（利益）でありましたが、当第２四半期連結累計期間において

は軽微であり、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間においてはいずれも軽微です。 

のれんの償却 

企業結合から生じるのれんについては、ASCトピック350「無形資産(のれん及びその他)」に基づき、規則的な償

却を行わず、少なくとも年に一度、更に減損の可能性を示す事象または状況の変化が生じた場合はその都度、報告

単位を基礎とした減損テストを行っております。また、持分法適用関連会社に対する投資差額に含まれるのれん相

当額についても同様にASCトピック323「投資－持分法及びジョイント・ベンチャー」に基づき、規則的な償却を行

わず、のれん相当額を含む帳簿価額を基礎とした減損テストを行っております。本邦において、のれんの償却を行

った場合との比較による「当社株主に帰属する四半期純利益」への影響額は、前第２四半期連結累計期間及び当第

２四半期連結累計期間において、それぞれ8,431百万円（利益）及び10,952百万円（利益）であり、前第２四半期

連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において、それぞれ4,228百万円（利益）及び5,711百万円（利益）で

す。 

デリバティブ 

ASCトピック815「デリバティブ及びヘッジ」に基づき、すべてのデリバティブは公正価額で当第２四半期連結会

計期間末の四半期連結貸借対照表に計上され、公正価額の変動については、ヘッジの目的の有無及びヘッジ活動の

種類に応じて、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間の損益、あるいは税効果控除後の金額で

「累積その他の包括損益」に計上しております。 
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14) 子会社に対する支配の喪失 

子会社に対する支配の喪失を伴う持分の売却等については、ASCトピック810「連結」に基づき、売却持分に係

る売却損益を認識するとともに、残存持分について支配喪失時の公正価額で再測定し、当該評価差額をその期の

損益として認識しております。 

15) 石油・ガスの探鉱及び開発 

石油・ガスの探鉱及び開発費用は、ASCトピック932「採掘活動(石油・ガス)」に基づき、原則として成功成果

法に基づき会計処理しております。利権鉱区取得費用、試掘井及び開発井の掘削・建設費用、及び関連生産設備

は資産に計上し、生産高比例法により償却しております。試掘井に係る費用は、事業性がないことが判明した時

点で費用化し、地質調査費用等のその他の探鉱費用は、発生時点で費用化しております。 

16) 鉱物採掘活動 

鉱物の探鉱費用は、鉱物の採掘活動の商業採算性が確認されるまでは発生時に費用認識しております。商業採

算性が確定された後に発生した採掘活動に係る費用は、開発費用として資産計上し、確認鉱量及び推定鉱量に基

づき生産高比例法により償却しております。また、ASCトピック930「採掘活動(鉱山業)」に基づき、生産期に発

生した剥土費用は、発生した期間における変動生産費として、当該鉱業資産のたな卸資産原価として処理してお

ります。 

17) 資産除去債務  

当社及び子会社は、ASCトピック410「資産除去及び環境債務」に基づき、有形の長期性資産の除去に関連する

法的債務につき、その公正価額の合理的な見積りが可能である場合には、当該債務の発生時に公正価額で負債と

して認識するとともに、同額を資産化しております。また、認識した負債は毎期現在価値に調整するとともに、

資産化された金額をその耐用年数にわたって償却しております。 

18) リース  

当社及び子会社は、直接金融リース及びオペレーティング・リースによる固定資産の賃貸事業を行っておりま

す。直接金融リースに係る収益は、リース期間にわたって純投資額に対して一定の利率にて未稼得収益を取崩す

ことにより認識しております。オペレーティング・リースに係る収益は、リース期間にわたって均等に認識して

おります。 

また、当社及び子会社は、キャピタル・リース及びオペレーティング・リースにより固定資産を賃借しており

ます。キャピタル・リースに係る費用は、リース期間にわたってキャピタル・リース債務に対して一定の利率に

て支払利息を認識しております。リース資産の減価償却費は、リース期間にわたって定額法により費用として認

識しております。オペレーティング・リースに係る費用は、リース期間にわたって均等に認識しております。 

19) 退職給与及び年金  

当社及び子会社は、ASCトピック715「報酬(退職給付)」に基づき、従業員の退職給与及び退職一時金につい

て、保険数理により計算された金額を計上しております。また、ASCトピック715「報酬(退職給付)」に基づき、

退職給付債務と年金資産の公正価額の差額である積立状況を資産または負債として、数理差異残高及び過去勤務

債務残高については、税効果控除後の金額で、「累積その他の包括損益」として、それぞれ四半期連結貸借対照

表で認識しております。 

20) 保証債務  

当社及び子会社は、ASCトピック460「保証」に基づき、平成15年１月１日以降に差入または更新を行った保証

について、その差入または更新の時点で、当該履行義務の公正価額を負債として認識しております。 
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21) 収益の認識基準 

当社及び子会社は、商取引において取引の当事者（PRINCIPAL）として、または代理人（AGENT）として関与す

る様々な商取引に関する収益を得ております。当社及び子会社が得る収益には商品販売、資源開発、不動産の開

発販売等に係る収益があります。また、商取引において顧客の商品売買の支援を行う等の役務提供及びリース、

ソフトウェア等に係る収益があります。当社及び子会社は、収益が実現または実現可能となり、かつ収益が稼得

された時点で収益を認識しております。すなわち、商品等の引渡し及び役務の提供が完了し、取引価格が確定ま

たは確定しうる状況にあり、かつ対価の回収が合理的に見込まれる取引に関し、当該取引に係る証憑に基づき、

収益を認識しております。 

 商品販売を収益の源泉とする取引には、卸売、小売、製造・加工を通じた商品の販売、資源開発、不動産の開

発販売等が含まれております。これらについては売先への商品の引渡し、倉庫証券の交付、検収書の受領等、契

約上の受渡し条件が履行された時点をもって収益を認識しております。長期請負工事契約については、その契約

内容によって、完成までに要する原価及び当該長期契約の進捗度合を合理的に把握でき、かつ法的拘束力を持つ

契約が存在し、当事者双方が契約上の義務を履行可能であると見込まれる場合には工事進行基準により、そうで

ない場合には工事完成基準により、収益を認識しております。 

役務提供を収益の源泉とする取引は、金融、物流、情報通信、技術支援等、様々な分野で行われており、それ

らについては、契約上の役務の顧客への提供完了時点で収益を認識しております。その他の取引を収益の源泉と

する取引にはソフトウェアの開発、保守サービス、航空機・不動産・産業機械等のリース事業に係る収益が含ま

れております。それらのうちソフトウェアの開発については検収基準で認識し、保守サービスについては保守契

約期間にわたって認識しております。航空機・不動産・産業機械等のリース事業に係る収益は、当該リース期間

にわたって均等に認識しております。 

収益の総額（グロス）表示と純額（ネット）表示 

当社及び子会社は、ASCトピック605「収益の認識」に基づき、製造業・加工業・サービス業等で第一義的な責

任を負っている取引に係る収益、売上約定のない買持在庫リスクを負う取引額等について、四半期連結損益計算

書上「商品販売等に係る収益」として収益を総額（グロス）にて表示しております。また、収益を純額（ネッ

ト）にて表示すべき取引額については、四半期連結損益計算書上「売買取引に係る差損益及び手数料」として表

示しております。 

売上高 

売上高は、同業の日本の商社で主に用いられる米国会計基準に準拠しない日本の会計慣行に基づいた指標であ

り、取引の当事者としての商取引並びに代理人としての商取引の総額からなっております。当該売上高は、米国

会計基準によるところの売上高あるいは収益と同義でもこれに替わるものでもありません。なお、売上高の金額

は、オペレーティングセグメント情報に記載しております。 

22) 広告宣伝費 

広告宣伝費は、ASCトピック720「その他の費用」に基づき、発生時に費用認識しております。 

23) 研究開発費 

研究開発費は、ASCトピック730「研究開発費」に基づき、発生時に費用認識しております。 

24) 撤退または処分活動に関して発生するコスト 

当社及び子会社は、ASCトピック420「撤退または処分コスト債務」に基づき、撤退計画が決定した時点ではな

く、撤退または処分活動に関連するコストの負債が発生した時点で、当該関連するコストの負債を公正価額によ

り認識しております。 

25) 法人税等 

当社及び子会社は、ASCトピック740「法人所得税」に基づき、資産負債法で税効果を計上しております。財務

諸表上での資産及び負債の計上額と、それら税務上の計上額との一時差異及び繰越欠損金に関連する将来の見積

税効果について、繰延税金資産及び負債を認識しております。この繰延税金資産及び負債は、それらの一時差異

が解消されると見込まれる期の課税所得に対して適用される税率を使用して測定しております。また、繰延税金

資産及び負債における税率変更の効果は、その税率変更に関する法律制定日を含む期間の損益として認識してお

ります。回収可能性が低いと見込まれる繰延税金資産については、評価性引当金を設定しております。 
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当社及び子会社は、ASCトピック740「法人所得税」に従い、税法上の技術的な解釈に基づき、タックスポジシ

ョンが、税務当局による調査において50％超の可能性をもって認められる場合に、その財務諸表への影響を認識

しております。タックスポジションに関連するベネフィットは、税務当局との解決により、50％超の可能性で実

現が期待される最大金額で測定されます。未認識タックスベネフィットに関連する利息及び課徴金については、

四半期連結損益計算書の「法人税等」に含めております。 

  

26) １株当たり当社株主に帰属する四半期純利益 

基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益は、各期の加重平均発行済普通株式数（自己株式を除く）

で除して計算しております。潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益は、潜在株式に該当す

る証券の希薄化効果を勘案して算出しております。 

27) 包括損益 

当社及び子会社は、ASCトピック220「包括利益」に基づき、包括損益及びその構成項目（収益、費用、利益及

び損失）を、基本財務諸表の一部として開示しております。この包括損益には、「四半期純利益」の他に、「為

替換算調整額」、「年金債務調整額」、「未実現有価証券損益」、「未実現デリバティブ評価損益」が含まれて

おります。また、「非支配持分に帰属する包括損益」と「当社株主に帰属する包括損益」を個別に表示しており

ます。 

28) デリバティブ及びヘッジ活動  

当社及び子会社は、ASCトピック815「デリバティブとヘッジ」に基づき、為替予約契約、金利スワップ契約や

商品先物契約のようなすべてのデリバティブについて、その保有目的や保有意思にかかわらず公正価額で資産ま

たは負債として四半期連結貸借対照表に計上しております。デリバティブの公正価額の変動額は、そのデリバテ

ィブの使用目的及び結果としてのヘッジ効果の有無に従って処理しております。 
  
ヘッジ目的で保有するデリバティブは、次のとおり分類し、公正価額で四半期連結貸借対照表に計上しており

ます。  

・「公正価額ヘッジ」は、既に認識された資産もしくは負債、または未認識の確定約定の公正価額の変動に対す

るヘッジであり、ヘッジの効果が高度に有効である限り、公正価額ヘッジとして指定され、かつ適格なデリバ

ティブの公正価額の変動はヘッジ対象の公正価額の変動とともに損益に計上しております。 

・「キャッシュ・フローヘッジ」は、予定取引または既に認識された資産もしくは負債に関連して発生する将来

キャッシュ・フローの変動に対するヘッジであり、ヘッジの効果が高度に有効である限り、キャッシュ・フロ

ーヘッジとして指定され、かつ適格なデリバティブの公正価額の変動は「累積その他の包括損益」に計上して

おります。 

この会計処理は、ヘッジ対象に指定された未認識の予定取引または既に認識された資産もしくは負債に関連

して発生する将来キャッシュ・フローの変動が、損益に計上されるまで継続しております。 

また、ヘッジの効果が有効でない部分は、損益に計上しております。 

・「外貨ヘッジ」は、外貨の公正価額、または外貨の将来キャッシュ・フローに対するヘッジであり、ヘッジの

効果が高度に有効である限り、既に認識された資産もしくは負債、未認識の確定約定または予定取引の外貨の

公正価額ヘッジまたはキャッシュ・フローヘッジとして指定され、かつ適格なデリバティブの公正価額の変動

は、損益と「累積その他の包括損益」のいずれかに計上しております。 

損益と「累積その他の包括損益」のいずれに計上されるかは、その外貨ヘッジが公正価額ヘッジまたはキャ

ッシュ・フローヘッジのいずれに分類されるかによります。 

当社及び子会社は、デリバティブを利用する目的、その戦略を含むリスク管理方針を文書化しており、それに

加えて、そのデリバティブがヘッジ対象の公正価額または将来キャッシュ・フローの変動の影響を高度に相殺し

ているかどうかについて、ヘッジの開始時、また、その後も引続いて、四半期ごとに評価を行っております。 

ヘッジ会計はヘッジの効果が有効でなくなれば中止され、デリバティブの公正価額の変動については直ちに損

益に計上しております。 
  
トレーディング目的で保有しているデリバティブの公正価額の変動は損益に計上しております。  

29) 公正価額オプション 

当社及び子会社は、金融商品の測定について、ASCトピック825「金融商品」に規定される公正価額オプション

を選択しておりません。 
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30) 鉱業権 

ASCトピック932「採掘活動(石油・ガス)」に基づき、鉱物資源会社及び石油・ガス産出会社が有するすべての

鉱業権につき、有形固定資産として表示しております。 

31) 見積りの使用 

当社及び子会社は、当四半期連結財務諸表を作成するために種々の仮定と見積りを行っております。それらの

仮定と見積りは資産、負債、収益及び費用の計上金額並びに偶発資産及び債務の開示情報に影響を及ぼします。

実際の結果がこれらの見積りと異なることもあります。 

  

32) 後発事象  

当社及び子会社は、ASCトピック855「後発事象」に基づき、後発事象（四半期連結貸借対照表日の翌日以降、

四半期連結財務諸表発行日または四半期連結財務諸表が発行できる状態になった日までに発生した事象）につい

て、四半期連結財務諸表が発行できる状態となった日まで後発事象の評価を行うとともに、後発事象が評価され

た日及び四半期連結財務諸表が発行できる状態となった日をそれぞれ開示しております。 

  

（3）新会計基準  

 1) 金融資産及び金融負債の相殺に関する開示の拡充 

平成23年12月にASU第2011-11号「貸借対照表(ASCトピック210)－資産と負債の相殺に関する開示」が公表され

ました。ASU第2011-11号「貸借対照表(ASCトピック210)」は、ASCトピック210「貸借対照表－相殺(サブトピック

210-20-45)」またはASCトピック815「デリバティブとヘッジ－ネッティング(サブトピック815-10-45)」の規定に

従って相殺された金融商品及びデリバティブ商品、並びに、マスター・ネッティング契約等の対象となる金融商

品及びデリバティブ商品に関して、当該取引の相殺前の総額、相殺金額及びマスター・ネッティング契約等によ

り将来相殺される可能性がある金額等を開示することを要求しております。また、平成25年１月に、ASU第2013-

01号「貸借対照表(ASCトピック210)－資産と負債の相殺に関する開示の適用範囲の明確化」が公表されました。

ASU第2013-01号「貸借対照表(ASCトピック210)」は、ASU第2011-11号の適用範囲を明確化するものです。 

ASU第2011-11号及びASU第2013-01号「貸借対照表(ASCトピック210)」は、平成25年１月１日以降に開始する連

結会計年度（すなわち、平成26年３月期連結会計年度）及び当該連結会計年度に含まれる四半期連結会計期間

（すなわち、平成26年３月期連結会計年度の第１四半期）より適用されております。また、ASU第2011-11号及び

ASU第2013-01号「貸借対照表(ASCトピック210)」による開示の規定は遡及的に適用されております。  

ASU第2011-11号及びASU第2013-01号「貸借対照表(ASCトピック210)」の開示の詳細は、四半期連結財務諸表注

記「11 デリバティブ及びヘッジ活動」に記載しております。 

  

 2) 非償却性無形資産の減損テストに関する改訂 

平成24年７月にASU第2012-02号「無形資産(のれん及びその他) (ASCトピック350)－非償却性無形資産の減損テ

スト」が公表されました。ASU第2012-02号「無形資産(のれん及びその他) (ASCトピック350)」は、非償却性無形

資産の減損テストの第１ステップ（報告単位の公正価額と帳簿価額の比較）の前に、定性的評価を実施するオプ

ションを認め、当該定性的評価で、報告単位の公正価額が帳簿価額を下回っている確率が50％を超えると判定さ

れる場合には、第２ステップの減損テストを実施することを求めております。 

ASU第2012-02号「無形資産(のれん及びその他) (ASCトピック350)」は、平成24年９月16日以降に開始する連結

会計年度（すなわち、平成26年３月期連結会計年度）の年次及び四半期において実施される非償却性無形資産の

減損テストより適用されております。 

当社及び子会社は、ASU第2012-02号「無形資産(のれん及びその他) (ASCトピック350)」に基づき、上述のオプ

ションの選択は行わない方針です。 

  

 3) 累積その他の包括利益から再分類調整される金額の報告の改訂 

平成25年２月にASU第2013-02号「包括利益(ASCトピック220)－累積その他の包括利益から再分類調整される金

額の報告」が公表されました。ASU第2013-02号「包括利益(ASCトピック220)」は、包括損益から純利益に再分類

調整される重要な項目について、純利益が表示されている計算書上の各項目または注記において再分類調整がも

たらす影響についての報告を要求しております。 

ASU第2013-02号「包括利益(ASCトピック220)」は、平成24年12月16日以降に開始する連結会計年度（すなわ

ち、平成26年３月期連結会計年度）及び当該連結会計年度に含まれる四半期連結会計期間（すなわち、平成26年

３月期連結会計年度の第１四半期）より適用されております。  

ASU第2013-02号「包括損益(ASCトピック220)」の開示の詳細は、四半期連結財務諸表注記「10 その他の包括損

益」に記載しております。 

- 42 -













前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末において、未実現損失が生じている売却可能有価証券の情報は

次のとおりです。 

前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末において、公正価額が帳簿価額に対して下落している売却可能

有価証券の銘柄数は28及び27です。当該売却可能有価証券の業種は当社及び子会社の取引先を中心として多岐にわた

っておりますが、公正価額が下落した主な理由は株式市場での時価の下落に起因するものです。前連結会計年度末及

び当第２四半期連結会計期間末において、これらの未実現損失が生じている売却可能有価証券の公正価額は帳簿価額

と比較して0.4％～29.9％及び0.4％～29.9％下落しており、下落期間は９か月未満となっております。当社及び子会

社は、当該下落率と下落期間及び投資先の将来性を見込んだ結果、これらの売却可能有価証券の公正価額は短期的に

回復可能と考えており、また、当該期間にわたり保有を継続する意思と能力を有していることから、これらの売却可

能有価証券については一時的でない価値の下落による減損には該当しないと判断しております。 

当第２四半期連結会計期間末における、売却可能有価証券及び満期保有有価証券に含まれる債券の満期別情報は次

のとおりです。 

          前連結会計年度末         

  
下落期間 
12か月未満 

 
下落期間 
12か月以上 

  合計 

  
公正価額 
（百万円） 

  
未実現損失 
（百万円） 

 
公正価額 
（百万円） 

 
未実現損失 
（百万円） 

 
公正価額 
（百万円） 

  
未実現損失 
（百万円） 

売却可能有価証券：                                              

株式  4,137    341    －    －    4,137    341

債券  1,452    62    －    －    1,452    62

     合計   5,589    403    －    －    5,589    403
      

          当第２四半期連結会計期間末         

  
下落期間 
12か月未満 

 
下落期間 
12か月以上 

  合計 

  
公正価額 
（百万円） 

  
未実現損失 
（百万円） 

 
公正価額 
（百万円） 

 
未実現損失 
（百万円） 

 
公正価額 
（百万円） 

  
未実現損失 
（百万円） 

売却可能有価証券：                                              

株式  7,913    583    －    －    7,913    583

債券  1,590    42    －    －    1,590    42

     合計   9,503    625    －    －    9,503    625
      

  
原価 

（百万円） 
  

公正価額 
（百万円） 

売却可能有価証券：   

満期まで１年以内  16,595    16,846

１年超５年以内  822    940

５年超10年以内  －    －

10年超  1,101    1,141

合計  18,518    18,927

    

満期保有有価証券：   

満期まで１年以内  －    －

１年超５年以内  25    25

５年超10年以内  4,071    4,071

10年超  －    －

               合計  4,096    4,096
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前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における、売却可能有価証券の売却による実現利益総額

は、それぞれ3,055百万円及び20,985百万円であり、実現損失総額は、前第２四半期連結累計期間においては発生し

ておりませんが、当第２四半期連結累計期間においては71百万円です。前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期

連結累計期間における売却可能有価証券の売却による収入（未収金を含む）は、それぞれ1,681百万円及び31,272百

万円です。 

前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における、売却可能有価証券の売却による実現利益総額

は、それぞれ2,473百万円及び6,549百万円であり、実現損失総額は、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連

結会計期間において発生しておりません。前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における売却可

能有価証券の売却による収入（未収金を含む）は、それぞれ886百万円及び10,199百万円です。 

債券及び市場性のある株式以外の投資 

「その他の投資」に含まれる債券及び市場性のある株式以外の投資は、子会社・関連会社以外の、顧客や仕入先等

に対する非上場の投資及び長期差入保証金等によって構成されております。前連結会計年度末及び当第２四半期連結

会計期間末の残高は、それぞれ244,418百万円及び303,627百万円です。 

当社及び子会社が保有する、原価法で評価される市場性のない持分証券の帳簿価額は、公正価額を容易に入手する

ことが困難なため、取得原価で計上しております。公正価額に重大な影響を及ぼす事象の発生や状況の変化が生じた

場合には、公正価額の測定を行い、その下落が一時的でないと判断された場合には減損を認識しております。 

前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末の当該投資の帳簿価額は122,319百万円及び189,856百万円で

す。このうち、公正価額の測定を行わなかった投資の残高は前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末にお

いてそれぞれ121,116百万円及び189,635百万円です。 

  

ASCトピック310「債権」は、金融債権に関する情報をクラスまたはポートフォリオセグメント別に開示することを要

求しており、当該クラスまたはポートフォリオセグメントの区分については、法人向債権及び個人向債権により区分し

て表示しております。金融債権は、貸付金・受取手形・リース債権（オペレーティング・リースを除く）及び当初約定

ベースで決済期日が１年を超える売掛金等が該当します。 

当社及び子会社における取引の大半は法人向であり、取引先の信用状況の悪化や経営破綻等により、当社及び子会社

が保有する売上債権や融資債権等の回収が不能となるリスクがあるため、個々の取引先の格付や財務情報等に基づきリ

スク管理を行っております。一部の子会社では自動車・バイクローン等の個人向取引を行っておりますが、個人向取引

は格付や財務情報でリスクを測定することができないため、延滞日数や延滞回数等に基づいてリスク管理を行っており

ます。 

  

(1) 信用リスクに関する情報 

当社及び子会社は、債務者の財政状態や支払状況等に基づき信用リスクを評価しており、財務諸表の情報や法的手

続開始の有無に基づき信用リスクが高いと判定される債権については、回収不能見込額に対して個別に貸倒引当金を

計上したうえで個別貸倒引当金対象債権に区分しております。それ以外の金融債権については一般債権に区分し、債

権の回収状況や過去の貸倒実績率等に基づく信用リスクに応じた貸倒引当金を計上しております。なお、一般債権及

び個別貸倒引当金対象債権は四半期ごとに区分を見直しております。 

  

前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末における、一般債権及び個別貸倒引当金対象債権のクラスごと

の情報は次のとおりです。 

  

４ 金融債権

  前連結会計年度末（百万円） 

  法人向債権 個人向債権  金融債権合計 

一般債権  312,461  55,454     367,915

個別貸倒引当金対象債権    43,618    －     43,618

合計    356,079    55,454     411,533
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(5) 問題の生じた債務の再編 

 前第２四半期連結累計期間において、当社が保有する金融債権に関し、債務者とのリスケジュールの合意及び契約

の締結をいたしました。当該契約では、元本と利息の合計額15,516百万円について、約８割に相当する金額が債務者

に対して免除され、残る２割に相当する3,103百万円が平成43年までの間に分割して債務者から当社に支払われるこ

ととなりました。 

当社におきましては、当該金融債権残高の全額に対し、貸倒引当金の設定を行っており、当該契約が、当社の財政

状態及び経営成績に与える影響は軽微です。  

 当第２四半期連結累計期間において、当社及び子会社で行った問題の生じた債務の再編の金額及び過去12か月以内

に問題の生じた債務の再編として修正され、当該期間中に債務不履行となった金融債権の金額に重要性はありませ

ん。 

 前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において、当社及び子会社で行った問題の生じた債務の

再編の金額及び過去12か月以内に問題の生じた債務の再編として修正され、当該期間中に債務不履行となった金融債

権の金額に重要性はありません。 
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前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間並びに前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会

計期間における、基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属す

る四半期純利益の計算は次のとおりです。 

  

  

７ １株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

   
前第２四半期 
連結累計期間 

 
当第２四半期 
連結累計期間 

 

分子項目（百万円）：                  

当社株主に帰属する四半期純利益    142,247    165,117  

希薄化効果のある証券の影響 

転換権付優先株式  
 △65    △718  

潜在株式調整後当社株主に帰属する四半期純利益    142,182    164,399  

                   

分母項目（株）：                  

加重平均発行済株式数（自己株式を除く）    1,580,520,888    1,580,502,646  

                   

基本的１株当たり 

当社株主に帰属する四半期純利益（円） 
   90.00    104.47  

潜在株式調整後１株当たり 

当社株主に帰属する四半期純利益（円） 
   89.96    104.02  

   
前第２四半期 
連結会計期間 

 
当第２四半期 
連結会計期間 

 

分子項目（百万円）：                  

当社株主に帰属する四半期純利益    71,581    87,837  

希薄化効果のある証券の影響 

転換権付優先株式  
 △66    △364  

潜在株式調整後当社株主に帰属する四半期純利益    71,515    87,473  

                   

分母項目（株）：                  

加重平均発行済株式数（自己株式を除く）    1,580,519,989    1,580,499,211  

                   

基本的１株当たり 

当社株主に帰属する四半期純利益（円） 
   45.29    55.58  

潜在株式調整後１株当たり 

当社株主に帰属する四半期純利益（円） 
   45.25    55.35  
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当社グループは、多種多様な商品のトレーディング、ファイナンス、物流及びプロジェクト案件の企画・調整等を行

う他、資源開発投資・事業投資等の実行を通して各種機能・ノウハウ等を培い、かつ保有しております。これらの総合

力を活かし、幅広い業界並びにグローバルなネットワークを通じて、６つのディビジョンカンパニーが、繊維や食料、

住生活・情報等の生活消費関連分野、機械や化学品、石油製品、鉄鋼製品等の基礎産業関連分野、そして金属資源、エ

ネルギー資源等の資源関連分野において、多角的な事業活動を展開しております。 

この多角的な営業活動にあわせて、当社は、以下の区分によりオペレーティングセグメント情報を表示しておりま

す。この区分は、経営者が業務上の意思決定や業績評価等のために定期的に使用している社内管理上の区分です。 

  

経営者は管理上、米国会計基準に基づく「当社株主に帰属する四半期純利益」をはじめとするいくつかの指標に基づ

き、各セグメントの業績評価を行っております。また、内部での経営意思決定を目的として、当社独自の経営管理手法

を取入れております。 

セグメント間の内部取引における価額は、外部顧客との取引価額に準じております。前第２四半期連結累計期間及び

当第２四半期連結累計期間並びに前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において、単一顧客に対す

る重要な売上高はありません。 

  

８ セグメント情報

繊 維： 繊維原料、糸、織物から衣料品、服飾雑貨、その他生活消費関連分野のすべてにおいてグロ

ーバルに事業展開を行っております。また、ブランドビジネスの海外展開や、リーテイル分

野でのインターネット販売等の販路展開にも取組んでおります。 

    

機 械： プラント、橋梁、鉄道等のインフラ関連プロジェクト及び関連機器・サービスの取扱、ＩＰ

Ｐ、水・環境関連事業及び関連機器・サービスの取扱、船舶、航空機、自動車、建設機械、

産業機械、工作機械、環境機器・電子機器等の単体機械及び関連機材取扱、再生可能・代替

エネルギー関連ビジネス等の環境に配慮した事業を展開しております。更に、医療・健康関

連分野において、医薬品・医療機器等の取扱や関連サービスを提供しております。 

    

金 属： 金属鉱産資源開発事業、鉄鋼製品加工事業、太陽光・太陽熱発電事業、温室効果ガス排出権

取引を含む環境ビジネス、鉄鉱石、石炭、その他製鉄・製鋼原料、非鉄・軽金属、鉄鋼製

品、原子力関連、太陽光・太陽熱発電関連の国内・貿易取引を行っております。 

    

エネルギー・化学品： エネルギー資源開発事業、原油、石油製品、ガス関連の国内・貿易取引、基礎化学品、精密

化学品、合成樹脂、無機化学品の取扱と事業を推進しております。 

    

食 料： 原料からリーテイルまでの食料全般にわたる事業領域において、国内外で効率的な商品の生

産・流通・販売を推進しております。 

    

住生活・情報： 

  

住宅資材事業、紙パルプ事業、天然ゴム事業、タイヤ事業等の生活資材分野、ＩＴ・ネット

サービス事業、携帯流通及びアフターサービス事業等の情報通信分野、各種保険事業や物流

事業等の保険・物流分野、不動産開発・分譲・賃貸・管理業、各種金融サービス事業等の建

設・金融分野において事業を推進しております。 
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前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間並びに前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連

結会計期間に、ヘッジの効果が有効でないため、またはヘッジの有効性の評価から除外されたために、損益に計上

された金額に重要性はありません。 

「累積その他の包括損益」に含まれているデリバティブ純損失のうち、12か月以内に損益に振替えられ、ヘッジ

対象から生じる損益を調整すると見込まれる金額（税効果控除前）は3,545百万円（利益）です。 

当第２四半期連結会計期間末において、予定取引（現存する金融商品に係る金利の受払を除く）に係る当社及び

子会社の将来キャッシュ・フローの変動をヘッジする最長期間は１年以内です。 

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間並びに前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連

結会計期間に、予定取引の発生が見込まれなくなったため、「累積その他の包括損益」から損益に再分類された金

額に重要性はありません。 

③ ヘッジ指定されていないまたは不適格なデリバティブ 

  

前第２四半期連結累計期間 
（百万円） 

損益として認識された 
デリバティブ損益の計上科目 

損益として認識された 
デリバティブ損益の金額 

為替デリバティブ 売買取引に係る差損益及び手数料  1,448

  その他の損益  605

金利デリバティブ その他の損益  △7

商品デリバティブ 売買取引に係る差損益及び手数料  △21

その他 その他の損益  △5

合計    2,020

  

当第２四半期連結累計期間 
（百万円） 

損益として認識された 
デリバティブ損益の計上科目 

損益として認識された 
デリバティブ損益の金額 

為替デリバティブ 売買取引に係る差損益及び手数料  134

  その他の損益  7,886

金利デリバティブ その他の損益  40

商品デリバティブ 売買取引に係る差損益及び手数料  1,765

その他 その他の損益  △26

合計    9,799

  

前第２四半期連結会計期間 
（百万円） 

損益として認識された 
デリバティブ損益の計上科目 

損益として認識された 
デリバティブ損益の金額 

為替デリバティブ 売買取引に係る差損益及び手数料  △2

  その他の損益  △2,685

金利デリバティブ その他の損益  △5

商品デリバティブ 売買取引に係る差損益及び手数料  △2,732

その他 その他の損益  △10

合計    △5,434
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デリバティブ資産及びデリバティブ負債は、主として為替デリバティブ、金利デリバティブ、商品デリバティブに

より構成されております。このうち、取引所において取引が行われているものは当該取引相場価格を公正価額に使用

し、レベル１に分類しております。それ以外のデリバティブは、外部より観察可能なインプット情報のみに基づき、

ブラック・ショールズ・モデル等の一般的な公正価額算定モデルを用いて公正価額を測定し、レベル２に分類してお

ります。 

  

② 非経常的に公正価額で測定される資産及び負債 

非経常的に公正価額で測定される資産及び負債のうち、前連結会計年度及び当第２四半期連結累計期間に公正価

額での測定を行ったものに係る公正価額のレベル別内訳は次のとおりです。 

  

（注）１ 市場性のない投資は、公正価額が帳簿価額を下回り、公正価額の下落が一時的でないと判断されたものに

ついて公正価額まで減損処理を行ったものです。これらの公正価額は、当該投資先の将来の収益性見通し

及び対象銘柄における純資産価額、当該投資先が保有する主要資産の実勢価額等の外部より観察不能なイ

ンプット情報を総合的に考慮したうえで、算定しております。 

２ 持分法適用関連会社に対する投資は、公正価額が帳簿価額を下回り、公正価額の下落が一時的でないと判

断されたものについて公正価額まで減損処理を行ったものです。これらの公正価額は、当該投資先の将来

キャッシュ・フロー見通しに基づく測定金額を基礎に、金融商品取引所での相場価格等も総合的に考慮し

て算定しております。将来キャッシュ・フローに基づく測定は観察不能なインプット情報に基づいており

ますが、前提データは測定日において当社が入手し得る最善の見積り情報を基礎とし、また、外部の専門

家も起用したうえで、その測定結果の妥当性及び合理性を検討しております。 

３ 長期性資産の公正価額は、主として当該資産の事業の用に供した結果及び売却等により生じるであろう見

積キャッシュ・フロー等の観察不能なインプット情報を使用し、総合的に考慮したうえで算定しておりま

す。 

４ のれん及びその他の無形資産の公正価額は、主として事業計画等に基づく観察不能なインプット情報を使

用した、割引キャッシュ・フローにより算定しております。 

  

  

前連結会計年度末 
（百万円） 

レベル３ 合計 
減損損失 

（税効果控除前）

資産：              

市場性のない投資         （注)１  1,203  1,203  2,258

持分法適用関連会社に対する投資（注)２  867  867  549

長期性資産          （注)３  12,193  12,193  6,570

のれん及びその他の無形資産  （注)４  1,198  1,198  2,101

  

当第２四半期連結会計期間末 
（百万円） 

レベル３ 合計 
減損損失 

（税効果控除前）

資産：              

 市場性のない投資       （注)１  221  221  726

 長期性資産          （注)３  5,083  5,083  1,192
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(2) 金融商品の公正価額 

当社及び子会社は、多種の金融商品を有しており、契約相手による契約不履行の際に生ずる信用リスクにさらされ

ておりますが、特定の相手またはグループに対する信用リスクの過度な集中を避けるため、多数の相手と取引を行っ

ております。 

前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期間末におけるその他の長期債権及び関連会社に対する長期債権並び

に長期債務の帳簿価額とASCトピック825「金融商品」に従い見積った公正価額、及びそれらの算出方法は次のとおり

です（なお、有価証券及びその他の投資の公正価額については「四半期連結財務諸表注記 ３ 有価証券及び投

資」、デリバティブ資産及びデリバティブ負債の公正価額については「四半期連結財務諸表注記 11 デリバティブ

及びヘッジ活動」、それらの算出方法については前項「（１）公正価額の測定」をご参照ください）。 

  

・その他の長期債権及び関連会社に対する長期債権の公正価額の評価手法 

その他の長期債権及び関連会社に対する長期債権の公正価額は、同程度の信用格付けを有する貸付金または顧客

に同一の残存期間で同条件の貸付または信用供与を行う場合において現在適用される市場での金利に基づいて、将

来のキャッシュ・フローを割引くことにより見積っており、レベル２に分類しております。また、貸倒引当金を設

定しているその他の長期債権及び関連会社に対する長期債権についてはレベル３に分類しております（貸倒引当金

については「四半期連結財務諸表注記 ４ 金融債権」をご参照ください）。 

・長期債務の公正価額の評価手法 

長期債務の公正価額は、同一の残存期間を有する債務を当社が調達する場合において現在適用される市場での金

利に基づいて見積っており、レベル２に分類しております。 

  

なお、有価証券以外の流動金融資産及び負債については、満期または決済までの期間が短期であるため、帳簿価額

は公正価額とほぼ同額です。 

  

  

前連結会計年度末 
（百万円） 

当第２四半期連結会計期間末 
（百万円） 

帳簿価額 公正価額 帳簿価額 公正価額 

金融資産：  

その他の長期債権及び関連会社 

に対する長期債権 

（貸倒引当金控除後）  106,093  107,879  127,929  129,554

金融負債：  

長期債務 

（１年内期限到来分を含む）  2,401,463  2,409,078  2,509,618  2,515,784
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当社の四半期連結財務諸表が発行できる状態となった平成25年11月14日までの期間において後発事象の評価を行った

結果、該当する事項はありません。 

15 重要な後発事象
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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